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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第78期

中間連結会計期間
第79期

中間連結会計期間
第78期

会計期間
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2024年４月１日
至　2025年３月31日

売上高 （千円） 14,224,176 15,114,446 29,648,936

経常利益 （千円） 1,405,084 1,733,301 3,072,600

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（千円） 944,249 1,190,249 2,110,780

中間包括利益又は包括利益 （千円） 683,905 1,513,678 1,836,718

純資産額 （千円） 27,462,365 29,541,626 28,325,666

総資産額 （千円） 34,451,561 35,778,254 36,276,344

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 118.30 148.55 264.03

自己資本比率 （％） 79.7 82.6 78.1

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 2,102,631 573,890 3,565,108

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △426,339 △806,731 △242,668

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △303,213 △343,793 △606,629

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 4,108,501 4,886,795 5,455,618

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．１株当たり中間（当期）純利益の算定に当たり控除する自己株式には、役員向け株式交付信託が保有する当

社株式を含めております。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び子会社２社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間における事業環境は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要が回復するなかで景気は緩

やかな回復基調となりました。一方、住宅市場におきましては、物価高や建築資材価格の高騰に伴う住宅価格の高

止まりおよび住宅ローン金利の上昇懸念による住宅取得マインドの低迷、また４月に施行された建築基準法・省エ

ネ基準の改正に伴う駆け込み需要の反動もあり、新設住宅着工戸数は、前年同期比で減少傾向が続いており厳しい

状況となりました。

　このような状況のなか、当社グループは、お客様への新たな価値の提供を目指し、重点戦略に取り組んでまいり

ました。

　浴室用シャワーヘッドにおいて、直径１㎛未満の微細な泡が皮脂汚れを落とすウルトラファインバブルシャワー

ヘッド「hadamo」を発売し好評をいただいておりますが、キッチンや洗面でもウルトラファインバブルの効果を活

用したい、というニーズに応え、ウルトラファインバブル発生器を開発しました。キッチン用、洗面用水栓に発生

器を組み込むことにより、ウルトラファインバブルを発生させることができます。毎日の調理や洗い物、洗面での

手洗いや洗顔などでウルトラファインバブルを含んだ水を使用できるようになりました。

　また、当社の販売代理店・特約店で構成する全国ＫＶＫ会の地区大会を、関西地区大会は５月に、東北地区大会

は７月に開催しました。お取引先の皆様と親交を温め、管工機材販売ルートとの連携強化を図ったことにより、売

上向上に貢献しました。

　中国・アジア市場での販売を成長戦略と位置づけ、５月に上海において開催された世界最大規模の「第29回中国

国際キッチン＆バス設備展覧会」に出展しました。当社は、白を基調とした展示ブースに、オーバーヘッドシャ

ワー、ウルトラファインバブルシャワー「hadamo」、撥水水栓、洗面、キッチン用センサー式シングルレバー水

栓、床下配管部材など数多くの商品を出品しました。一部の商品は実際に通水させながら紹介し、使い勝手や

「Made in Japan」の高機能、高品質を体感したお客様から高い評価をいただきました。

　当中間連結会計期間における連結業績につきましては、住宅市場が厳しい状況であるものの、得意先への受注活

動に注力した結果、各商流にて当社の主力商品であるサーモスタット式水栓およびシングルレバー式水栓の受注増

加もあり、売上高は過去最高の15,114百万円（前年同期比6.3％増）、営業利益は1,378百万円（前年同期比16.5％

増）となりました。新工場棟建設に伴う土地および建物の取得に関する補助金の交付もあり経常利益は1,733百万

円（前年同期比23.4％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は1,190百万円（前年同期比26.1％増）となりまし

た。

　セグメント毎の業績については以下の通りです。

　日本におきましては、売上高は15,015百万円（前年同期比6.4％増）、セグメント利益は1,376百万円（前年同期

比3.1％減）となりました。

　中国におきましては、グループ間の売上高増加に伴い、売上高は3,556百万円（前年同期比11.3％増）、売上高

増加に伴いセグメント利益は289百万円（前年同期比143.4％増）となりました。

　フィリピンにおきましては、グループ間のみの売買取引となります。

※「ファインバブル」「ウルトラファインバブル」は、一般社団法人ファインバブル産業会の登録商標です。

 

(2) 財政状態の分析

　資産は、前連結会計年度末に比べ498百万円減少し、35,778百万円となりました。これは主に投資有価証券が738

百万円増加した一方で、現金及び預金が568百万円、売上債権が297百万円減少したことによります。

　負債は、前連結会計年度末に比べ1,714百万円減少し、6,236百万円となりました。これは主に仕入債務が1,222

百万円減少したことによります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ1,215百万円増加し、29,541百万円となりました。この結果、自己資本比率

は82.6％（前連結会計年度末は78.1％）となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ568百

万円減少し、4,886百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは573百万円の収入（前年同期比1,528百万円の収入減）となりました。これ

は主に税金等調整前中間純利益1,731百万円及び仕入債務の減少額1,125百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは806百万円の支出（前年同期比380百万円の支出増）となりました。これは

主に有形固定資産の取得による支出529百万円及び投資有価証券の取得による支出301百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは343百万円の支出（前年同期比40百万円の支出増）となりました。これは

主に配当金の支払額330百万円によるものです。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

　当中間連結会計期間の研究開発費の総額は149百万円であります。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,120,500

計 23,120,500

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2025年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,322,178 8,322,178
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式であ
り、単元株式数は100
株であります。

計 8,322,178 8,322,178 ― ―

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年４月１日～

2025年９月30日
― 8,322,178 ― 2,854,934 ― 3,023,334
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（５）【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

有限会社北村興産 岐阜県岐阜市黒野320－１ 11,924 14.41

ＫＶＫ取引先持株会
岐阜県加茂郡富加町高畑字稲荷641

株式会社ＫＶＫ内
6,279 7.59

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目26番地 3,341 4.03

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町６丁目11 2,935 3.54

北　村　博　志 岐阜県岐阜市 2,895 3.49

北　村　嘉　弘 岐阜県岐阜市 2,855 3.45

末　松　容　子 岐阜県岐阜市 2,785 3.36

元気なぎふ応援基金 岐阜県岐阜市司町40－１ 2,695 3.25

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 2,439 2.94

ＫＶＫ従業員持株会
岐阜県加茂郡富加町高畑字稲荷641

株式会社ＫＶＫ内
2,284 2.76

計 ― 40,433 48.88

　（注）１．株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数は、すべて信託業務（役員向け株式交付信託）に係る

株式であります。

　　　　２．上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が265株あります。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
１（１）②発行済株式
の「内容」欄に記載の
とおりであります。普通株式 50,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,259,500 82,595 同上

単元未満株式 普通株式 12,278 － －

発行済株式総数  8,322,178 － －

総株主の議決権  － 82,595 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、

それぞれ200株及び65株が含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式

に係る議決権の数２個が含まれております。

　　　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式39株が含まれております。

　　　　３．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式243,900株

（議決権2,439個）が含まれております。なお、役員向け株式交付信託が保有する当該議決権の数2,439個

は、議決権不行使となっております。
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②【自己株式等】

    2025年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社ＫＶＫ

岐阜県加茂郡富加町

高畑字稲荷641番地
50,400 － 50,400 0.60

計 － 50,400 － 50,400 0.60

　（注）１．2025年９月30日現在の当社保有の自己株式数は50,439株であります。

２．役員向け株式交付信託が保有する当社株式243,900株は、上記自己株式には含まれておりません。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９

月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人コスモスによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

(1)【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,455,618 4,886,795

受取手形 967,040 448,567

売掛金 3,849,620 3,870,046

電子記録債権 6,146,733 6,347,419

商品及び製品 1,009,917 915,552

仕掛品 1,378,594 1,343,824

原材料及び貯蔵品 1,862,506 1,747,350

その他 263,849 336,108

貸倒引当金 △120,700 △107,200

流動資産合計 20,813,181 19,788,464

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） 3,811,343 3,945,239

土地 2,007,141 2,084,094

その他（純額） 4,034,323 3,604,777

有形固定資産合計 9,852,808 9,634,112

無形固定資産 621,076 622,750

投資その他の資産   

投資有価証券 1,686,605 2,425,264

投資不動産 2,338,887 2,316,094

退職給付に係る資産 768,011 800,668

その他 195,773 190,898

投資その他の資産合計 4,989,278 5,732,926

固定資産合計 15,463,163 15,989,789

資産合計 36,276,344 35,778,254
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,490,624 1,334,996

電子記録債務 2,817,802 1,751,287

未払法人税等 526,720 521,454

賞与引当金 465,194 513,619

製品保証引当金 149,000 153,000

その他 1,928,002 1,399,484

流動負債合計 7,377,344 5,673,841

固定負債   

退職給付に係る負債 62,931 61,619

役員株式給付引当金 304,307 285,908

資産除去債務 43,620 43,620

その他 162,475 171,637

固定負債合計 573,333 562,785

負債合計 7,950,677 6,236,627

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,854,934 2,854,934

資本剰余金 3,023,334 3,023,334

利益剰余金 22,063,635 22,923,013

自己株式 △494,767 △461,614

株主資本合計 27,447,136 28,339,667

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 291,410 584,682

為替換算調整勘定 460,898 491,871

退職給付に係る調整累計額 126,220 125,404

その他の包括利益累計額合計 878,530 1,201,959

純資産合計 28,325,666 29,541,626

負債純資産合計 36,276,344 35,778,254
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(2)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 14,224,176 15,114,446

売上原価 10,658,412 11,346,522

売上総利益 3,565,764 3,767,924

販売費及び一般管理費 ※１ 2,382,758 ※１ 2,389,673

営業利益 1,183,005 1,378,250

営業外収益   

受取利息 214 2,501

受取配当金 7,719 10,286

投資有価証券売却益 108,846 －

投資不動産賃貸料 84,618 86,193

為替差益 41,534 －

補助金収入 － 298,274

その他 53,172 46,843

営業外収益合計 296,105 444,098

営業外費用   

売上割引 22,721 21,682

投資不動産賃貸費用 49,445 50,280

為替差損 － 15,308

その他 1,858 1,776

営業外費用合計 74,026 89,048

経常利益 1,405,084 1,733,301

特別損失   

固定資産除却損 2,718 2,017

特別損失合計 2,718 2,017

税金等調整前中間純利益 1,402,366 1,731,284

法人税、住民税及び事業税 431,988 552,913

法人税等調整額 26,128 △11,878

法人税等合計 458,117 541,034

中間純利益 944,249 1,190,249

親会社株主に帰属する中間純利益 944,249 1,190,249
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 944,249 1,190,249

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △161,313 293,272

為替換算調整勘定 △100,565 30,973

退職給付に係る調整額 1,535 △816

その他の包括利益合計 △260,343 323,429

中間包括利益 683,905 1,513,678

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 683,905 1,513,678
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(3)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,402,366 1,731,284

減価償却費 520,629 534,164

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △30,251 △33,273

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,290 △1,874

貸倒引当金の増減額（△は減少） △40,000 △13,500

賞与引当金の増減額（△は減少） 886 48,425

製品保証引当金の増減額（△は減少） △2,000 4,000

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 15,804 14,838

受取利息及び受取配当金 △8,564 △13,814

支払利息 22,721 21,682

為替差損益（△は益） △22,427 9,737

投資不動産賃貸収入 △84,618 △86,493

投資不動産賃貸費用 49,445 50,280

投資有価証券売却損益（△は益） △108,846 －

補助金収入 － △298,274

有形固定資産除却損 2,718 1,822

売上債権の増減額（△は増加） 991,261 297,413

棚卸資産の増減額（△は増加） △183,297 252,633

仕入債務の増減額（△は減少） △200,715 △1,125,457

その他の資産の増減額（△は増加） 246,216 12,207

その他の負債の増減額（△は減少） △119,841 △412,108

小計 2,449,196 993,695

利息及び配当金の受取額 8,564 13,895

利息の支払額 △22,721 △21,682

補助金の受取額 － 100,000

法人税等の支払額 △332,408 △512,018

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,102,631 573,890

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △475,563 △529,772

有形固定資産の売却による収入 674 535

無形固定資産の取得による支出 △79,963 △31,868

投資有価証券の取得による支出 △301,720 △301,324

投資有価証券の売却による収入 370,000 －

投資不動産の取得による支出 － △6,154

投資不動産の賃貸による支出 △20,392 △21,333

投資不動産の賃貸による収入 82,826 84,427

その他の支出 △2,201 △1,241

投資活動によるキャッシュ・フロー △426,339 △806,731

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △14,005 △13,042

自己株式の取得による支出 － △84

配当金の支払額 △289,207 △330,666

財務活動によるキャッシュ・フロー △303,213 △343,793

現金及び現金同等物に係る換算差額 △29,568 7,812

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,343,509 △568,822

現金及び現金同等物の期首残高 2,764,992 5,455,618

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 4,108,501 ※１ 4,886,795
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
　　至　2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　　至　2025年９月30日）

給料及び手当 683,116千円 696,166千円

賞与引当金繰入額 204,016 222,025

貸倒引当金繰入額 △40,000 △13,500

役員株式給付引当金繰入額 16,017 16,017

退職給付費用 21,165 19,327

製品保証引当金繰入額 △2,000 4,000

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
　　至　2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　　至　2025年９月30日）

現金及び預金勘定 4,108,501千円 4,886,795千円

現金及び現金同等物 4,108,501 4,886,795
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前中間連結会計期間（自　2024年４月１日 至　2024年９月30日）
１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月13日
取締役会

普通株式 289,512 35 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金10,496千円が含まれております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月28日
取締役会

普通株式 289,512 35 2024年９月30日 2024年12月５日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金9,254千円が含まれております。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間（自　2025年４月１日 至　2025年９月30日）
１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月12日
取締役会

普通株式 330,871 40 2025年３月31日 2025年６月25日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金10,576千円が含まれております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月27日
取締役会

普通株式 330,869 40 2025年９月30日 2025年12月５日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金9,756千円が含まれております。

 

EDINET提出書類

株式会社ＫＶＫ(E01434)

半期報告書

15/21



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、給水栓・給排水金具・継手及び配管部材の製造・加工・仕入れ及び販売を主事業とする専
門メーカーで、所在地別セグメント情報を報告セグメントとしております。

 
Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）
報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント 調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額
（注）２ 日本 中国 フィリピン 計

売上高       

外部顧客への売上高 14,013,935 210,240 － 14,224,176 － 14,224,176

セグメント間の内部
売上高又は振替高

99,540 2,985,943 154,596 3,240,080 △3,240,080 －

計 14,113,476 3,196,184 154,596 17,464,256 △3,240,080 14,224,176

セグメント利益又は損

失（△）
1,420,655 119,082 △4,878 1,534,859 △351,854 1,183,005

（注）１．セグメント利益又は損失調整額△351,854千円には、セグメント間取引消去19,968千円、各報告セグメ
ントに配分していない全社費用△392,420千円及び棚卸資産の調整額20,597千円が含まれております。
全社費用は、主に親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）
報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント 調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額
（注）２ 日本 中国 フィリピン 計

売上高       

外部顧客への売上高 14,871,543 242,903 － 15,114,446 － 15,114,446

セグメント間の内部
売上高又は振替高

143,651 3,313,256 175,907 3,632,815 △3,632,815 －

計 15,015,194 3,556,160 175,907 18,747,262 △3,632,815 15,114,446

セグメント利益 1,376,922 289,897 2,795 1,669,615 △291,364 1,378,250

（注）１．セグメント利益調整額△291,364千円には、セグメント間取引消去26,808千円、各報告セグメントに配
分していない全社費用△337,680千円及び棚卸資産の調整額19,507千円が含まれております。全社費用
は、主に親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

シャワー付湯水混合水栓 4,615,837 4,894,149

湯水混合水栓 5,859,866 6,333,044

単独水栓 1,699,072 1,772,370

その他 2,049,398 2,114,881

顧客との契約から生じる収益 14,224,176 15,114,446

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 14,224,176 15,114,446

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益 118円30銭 148円55銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 944,249 1,190,249

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

利益（千円）
944,249 1,190,249

普通株式の期中平均株式数（株） 7,981,343 8,012,395

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり中間純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に、役員向け株式交付信

託が保有する当社株式（前中間連結会計期間290,441株、当中間連結会計期間259,359株）を含めております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

(1) 期末配当

2025年５月12日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………330,871千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………40円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2025年６月25日

　（注）１．2025年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金10,576千円が含まれて

おります。

 

(2) 中間配当

2025年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………330,869千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………40円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2025年12月５日

　（注）１．2025年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金9,756千円が含まれてお

ります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ＫＶＫ(E01434)

半期報告書

19/21



 
 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 

2025年11月14日

株式会社ＫＶＫ

取締役会　御中

 

 

監査法人コスモス

愛知県名古屋市

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 岩村　豊正

 

 業務執行社員  公認会計士 杉江　明俊

 

 

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＫＶＫ
の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日ま
で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連
結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。
　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、株式会社ＫＶＫ及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了
する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要
な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期
中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手
続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年
度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。
また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間
連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報
告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能
性がある。
・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及
び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな
いかどうかを評価する。
・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人
は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結
論に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見
事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

 

以　上

（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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